
別紙１

計算書類に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記                                                                      

　該当なし

２．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価方法は取得価額によるものとする。

(2) 固定資産の減価償却の方法

　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、

　平成19年4月1日以降に取得したものについては定額法による

３．重要な会計方針の変更                                                                            

　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度                                                                      

当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。

また、平成18年4月以降に採用した職員については独立行政法人勤労者退職金共済機構の実施する中小企業退職

金共済制度に加入している。

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分                                                

当法人が作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人単位の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

(2) 拠点区分の計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

　　尚、第一、二、三号の第二、三様式は省略している。

(3) 当法人の拠点区分は、以下のとおりとする。

　ア　特別養護老人ホーム

(4) 特別養護老人ホーム拠点のサービス区分は以下のとおりとする。

　ア　社会福祉法人歌垣福祉会

　イ　特別養護老人ホーム歌垣之園

　ウ　短期入所生活介護歌垣之園

　エ　デイサービスセンターうたがき

　オ　デイサービスセンターうたがきの里

　カ　ホームヘルプサービスうたがき

　キ　在宅介護支援センターうたがき

　ク　居宅介護支援事業所うたがき

　ケ　障害者福祉サービス事業

　コ　グループホームうたがきの里



６．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地      19,880,935              0              0     19,880,935

建物     287,186,452        462,750     17,259,633    270,389,569

合            計     307,067,387        462,750     17,259,633    290,270,504

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

　該当なし

８．担保に供している資産                                                                            

　該当なし

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

土地（基本財産）      19,880,935              0     19,880,935

建物（基本財産）     790,817,102    520,427,533    270,389,569

土地      22,807,200              0     22,807,200

建物         870,960        870,956              4

構築物      35,671,933     34,073,457      1,598,476

車輌運搬具      34,480,571     32,940,769      1,539,802

器具・備品     111,651,662    109,134,763      2,516,899

建設仮勘定     367,100,708              0    367,100,708

権利         420,680              0        420,680

ソフトウェア         963,300        894,180         69,120

水道施設負担金         523,300        523,300              0

合            計   1,385,188,351    698,864,958    686,323,393

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                          

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

該当なし

合            計



１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

該当なし

合            計

１２．関連当事者との取引の内容                                                                      

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。                                                        
（単位：円）

法人 事業の 議決権 関係内容 取引の

種類 等の 住所 資産総額 内容又 の所有 役員の 事業上 内容 取引金額 科目 期末残高

名称 は職業 割合 兼務等 の関係

該当なし

取引条件及び取引条件の決定方針等                                                                    

１３．重要な偶発債務                                                                                

　該当なし

１４．重要な後発事象                                                                                

　該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

　令和2年12月完成予定、老人福祉施設の施設整備補助金の内、令和元年度分32,277,000円の交付があり

国庫補助金等特別積立金を積み立てている。尚、資産取得支出に関しては、建設仮勘定で計上している。


